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１ 地域の現状と課題 

 東京都では、平成３１年４月から都内全区市町村で新生児聴覚検査の公費負担を実施す

るなど、早期発見・早期支援を推進している。都内関係機関としては、地域の産科、耳鼻

咽喉科のほか、精密聴力検査機関が１１か所（令和６年４月から１４か所）、乳幼児教育

相談を実施する都立の聴覚障害特別支援学校が３校と３分教室、主として難聴児を対象と

する児童発達支援センターが２か所、その他にも難聴児を対象とした通所事業所等があ

り、多数の関係機関が難聴児への医療、保健、教育、福祉によるサービスの提供等を行っ

ている。 

そうした中、東京都障害者・障害児施策推進計画においては、「今後、難聴児が適切な

支援を受けられるよう、福祉、医療、教育、当事者団体等の関係機関のより一層の連携強

化を図り、難聴児支援のための中核的機能を有する体制の構築を目指す」こととしてい

る。早期に発見し、早期に療育等の適切な支援につなげることが重要であり、乳幼児期か

ら切れ目なく支援していくための相談支援や情報提供、人材育成、関係機関の連携を推進

する中核的施設の開設・運営が課題となっている。 

 

２ 東京都におけるこれまでの聴覚障害児支援に係る活動・取組 

 都の障害福祉部門、母子保健部門、教育部門それぞれで事業を実施してきた。 

（１）新生児聴覚検査 

  ・都内全区市町村で公費負担制度を導入（平成３１年４月から） 

  ・「新生児聴覚検査実務の手引き」の作成配布 

  ・区市町村母子保健従事者を対象とした乳幼児の聴覚検査と支援に関する研修の実施 

  ・新生児聴覚検査連絡協議会の設置（令和２年度から） 

  ・新生児聴覚検査機器購入支援事業（自動ＡＢＲ検査機器の購入支援）の実施 

（令和５年度から） 

（２）都立聴覚障害特別支援学校 

  ・専門教育の実施 

  ・乳幼児教育相談の実施 

（３）主として難聴児を対象とする児童発達支援センターへの補助事業 



 ・児童発達支援センターサービス推進事業補助金で、早期療育支援や就学支援への補

助を実施 

 ・児童発達支援センター地域支援体制確保事業補助金で、研修等への補助を実施 

３ 本事業における取組 

（１）協議会の設置について 

令和５年度難聴児の早期支援及び関係機関連携強化協議会 

   開催日：令和６年２月５日 

議 題：①東京都難聴児相談支援センターについて 

②東京都難聴児相談支援センターと関係機関との連携 

③第７期東京都障害者福祉計画・第３期東京都障害児福祉計画 

   協議会の構成員（出席者１１名） 

 

＊コーディネーターの職種及び主な役割 

職種：大学教授、言語聴覚士 

経験年数：３０年以上 

    主な役割：①協議会の議事の進行 

②関係機関の連携調整 

③中核機能の構築に関する都への助言 等 

区分 所属

東京都立大塚ろう学校　学校長

社会福祉法人富士見会　富士見台聴こえとことばの教室　施設長

当

事

者

団

体

一般社団法人　東京都言語聴覚士会　会長

日本耳鼻咽喉科学会東京都地方部会

公益社団法人　東京聴覚障害者総合支援機構
東京都聴覚障害者連盟　事務局長

学

識

関

係
者 国立大学法人　東京学芸大学　副学長

東京都耳鼻咽喉科医会　理事

公益社団法人　東京都医師会　理事

一般社団法人　東京産婦人科医会　理事

関
係
行
政
機
関

医
療
等
関
係
団
体

障
害
福
祉
サ
ー

ビ

ス

及
び
教
育
関
係
者

学校法人日本聾話学校　ライシャワ・クレーマ学園　園長

学校法人明晴学園　明晴学園　理事・教頭補佐

台東区　福祉部　松が谷福祉会館長

武蔵村山市　健康福祉部　障害福祉課長

北区　健康部　健康推進課長

羽村市　子ども家庭部　子育て支援課長



（２）関係機関との連携 

 （現状） 

   都では以前から、区市町村の母子保健部門や難聴児を対象とした児童発達支援セン

ター、特別支援学校（聴覚障害）が、それぞれ個々の児童についてケース会議など医

療機関と連携してきた。 

（実施内容及び手法） 

  新生児聴覚検査でリファーとなった新生児の保護者に、区市町村から難聴児センタ

ーへの相談を案内する仕組みを構築した。 

  難聴児センターは医療機関と連携し、対象児が迅速に医療につながるために支援す

るほか、早期に療育・教育を開始できるよう、児童発達支援センター等の情報を一元

的に提供している。 

（結果） 

  難聴児センターの設立により難聴児の早期支援にかかる体制が充実し、区市町村

（母子保健主管・障害主管部署）、医療機関、教育機関相互の連携が深まった。 

（３）家族支援の実施 

 （現状） 

   都では以前から、主として区市町村の母子保健部門や難聴児を対象とする児童発達

支援センター、特別支援学校（聴覚障害）等において、専門相談に対応してきた。 

 （実施内容及び手法） 

   難聴児センターにおいて、電話、来所、メール、オンラインによる相談を受け付け

ている。就業する保護者の利便性を高めるため、土曜日または日曜日にも相談対応で

きる体制を整備している。 

 （結果） 

   難聴児センターにおいて、難聴児（０から１８歳）の家族の相談支援を実施してい

る。主な内容は以下のとおり。 

① 精神面の支援 

② 補聴器、人工内耳、手話等コミュニケーション手段に関する情報提供 

③ 医療機関や療育・教育機関の情報提供 

   月に２０名程度の新規相談に対応し、そのうち１５名程度を継続支援している。 

（４）巡回支援の実施 

 （現状） 

   都は以前から、地域からの依頼により、主として難聴児を対象とする児童発達支援

センターや特別支援学校（聴覚障害）等において、保育所等の関係施設へ訪問して、

職員等への助言指導を実施してきた。 

 （実施内容及び手法） 

   難聴児に関わる教育機関等からの相談に対応するなかで必要と判断されるケース



や、要請があったケースについて、難聴児センター相談員が訪問する。 

（結果） 

   月に１回程度、難聴児を受け入れる教育・療育施設を訪問している。訪問すること

で、施設ごとの状況に即した具体的な助言指導を行うことができている。 

（５）研修の実施 

  主として難聴児を対象とする児童発達支援センターにおいて実施した。 

  研修会① 

   対象：幼稚園・保育園・発達支援事業所等 

   内容：「こどもの難聴と補聴について」（講義） 

      「難聴乳幼児の療育について」（講義） 

      「補聴器と人工内耳のワークショップ」（実技） 

  研修会② 

   対象：医療機関等 

   内容：オーディオロジーワークショップ（実技） 

（６）考察 

本事業により設置した東京都難聴児相談支援センターは、相談支援、情報提供、人

材育成を主な機能として、元ろう学校教員や言語聴覚士、難聴児の子育て経験者等が

相談にあたっている。難聴（疑い）児の保護者へは、相談支援や情報提供により精神

的な支援や中立的で網羅的な情報提供を行う。また、難聴児に関わる学校関係者や課

外活動関係者へは、指導の注意点や施設の状況に即した助言を行っている。 

難聴児センターを開設するにあたり、難聴児の早期支援及び関係機関連携強化協議

会の委員から、医療・保健・福祉・教育それぞれの視点からのご意見やご協力をいた

だき、センターで集約されることで、都における難聴児支援のための中核的機能が強

化された。 

 

 


